
○東京都板橋区特定教育・保育及び特定地域型保育のうち保育園等に係る公定価格の加

算等に関する要綱 

 

 

                       平成２７年１２月２４日区長決定 

 

 (趣旨) 

第 1条 この要綱は、国、地方公共団体以外の者が設置する特定教育・保育施設に係る

特定教育・保育及び特定地域型保育事業者に係る特定地域型保育に要する費用の額（以

下「公定価格」という。)の加算等に関して必要な事項を定めることを目的とする。 

 

(対象施設・事業) 

第２条 この要綱の対象となる施設又は事業は、国、地方公共団体以外の者が設置する

板橋区の区域内に所在する次の各号に該当する施設又は事業（公設民営を除く。）とす

る。 

 （１） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）（以下「法」という。）第 

    ３１条の規定により板橋区長（以下「区長」という。）の確認を受け、適正な 

    運営が確保されている、次のいずれかに該当する施設 

   ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所 

    （以下「認可保育所」という。） 

   イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

    （平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園     

 （２） 法第４３条の規定により、区長の確認を受け、適正な運営が確保されてい 

     る、次のいずれかに該当する事業 

   ア 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業のうち、家庭的保 

    育事業等設備運営基準（平成２６年厚生労働省令第６１号。以下「基準」とい 

    う。）第２８条に規定する小規模保育事業Ａ型及び基準第３１条に規定する小 

    規模保育事業Ｂ型 

   イ 児童福祉法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育事業 

   ウ 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業 

 

(認可保育所に係る加算等の種類) 

第３条 区長は、認可保育所の次の各号に掲げる公定価格に係る加算等について認定す

る。 

（１） ３歳児配置改善加算 

（２） ４歳以上児配置改善加算 



（３） １歳児配置改善加算 

（４） 休日保育加算 

（５） 夜間保育加算 

（６） 減価償却費加算 

（７） 賃借料加算 

（８） チーム保育推進加算 

（９） 副食費徴収免除加算 

（１０） 加減調整部分 

（１１） 乗除調整部分 

（１２） 主任保育士専任加算 

（１３） 療育支援加算 

（１４） 事務職員雇上費加算 

（１５） 冷暖房費加算 

（１６） 高齢者等活躍促進加算 

（１７） 施設機能強化推進費加算 

（１８） 小学校接続加算 

（１９） 栄養管理加算 

（２０） 第三者評価受審加算 

（２１） 保育ＩＣＴ推進加算 

 

(認定こども園に係る加算等の種類) 

第４条 区長は、認定こども園の次の各号に掲げる公定価格に係る加算等について認定

する。 

（１） 副園長・教頭配置加算（法第１９条１号の支給認定子どもに限る。） 

（２） 学級編制調整加配加算（法第１９条１号の支給認定子どもに限る。） 

（３） ３歳児配置改善加算 

（４） ４歳以上児配置改善加算 

（５） １歳児配置改善加算 

（６） 満３歳児対応加配加算（法第１９条１号の支給認定子どもに限る。） 

（７） 講師配置加算（法第１９条１号の支給認定子どもに限る。） 

（８） チーム保育加配加算                      

（９） 通園送迎加算（法第１９条１号の支給認定子どもに限る。） 

（１０） 給食実施加算（法第１９条１号の支給認定子どもに限る。） 

（１１） 休日保育加算（法第１９条２号及び３号の支給認定子どもに限る。） 

（１２） 夜間保育加算（法第１９条２号及び３号の支給認定子どもに限る。） 

（１３） 減価償却費加算（法第１９条２号及び３号の支給認定子どもに限る。） 



（１４） 賃借料加算（法第１９条２号及び３号の支給認定子どもに限る。） 

（１５） 外部監査費加算 

（１６） 副食費徴収免除加算 

（１７） 加減調整部分 

（１８） 乗除調整部分 

（１９） 療育支援加算 

（２０） 事務職員配置加算（法第１９条１号の支給認定子どもに限る。） 

（２１） 指導充実加配加算（法第１９条１号の支給認定子どもに限る。） 

（２２） 事務負担対応加配加算（法第１９条１号の支給認定子どもに限る。） 

（２３） 冷暖房費加算 

（２４） 施設関係者評価加算 

（２５）  高齢者等活躍促進加算（法第１９条２号及び３号の支給認定子どもに限る。） 

（２６） 施設機能強化推進費加算 

（２７） 小学校接続加算 

（２８） 栄養管理加算（法第１９条２号及び３号の支給認定子どもに限る。） 

（２９） 第三者評価受審加算 

（３０） 保育ＩＣＴ推進加算 

 

(小規模保育事業Ａ型及びＢ型に係る加算等の種類) 

第５条 区長は、小規模保育事業Ａ型及びＢ型の次の各号に掲げる公定価格に係る加算

等について認定する。 

（１） 保育士比率向上加算（小規模保育事業Ｂ型の法第１９条３号の支給認定子ども

に限る。） 

（２） 障害児保育加算 

（３） １歳児配置改善加算 

（４） 休日保育加算 

（５） 夜間保育加算 

（６） 減価償却費加算 

（７） 賃借料加算 

（８） 加減調整部分 

（９） 乗除調整部分 

（１０） 冷暖房費加算 

（１１） 施設機能強化推進費加算 

（１２） 栄養管理加算 

（１３） 第三者評価受審加算 

（１４） 療育支援加算 



（１５） 保育ＩＣＴ推進加算 

 

(事業所内保育事業に係る加算等の種類) 

第６条 区長は、事業所内保育事業の次の各号に掲げる公定価格に係る加算等について

認定する。 

（１） 保育士比率向上加算（小規模保育事業Ｂ型の基準が適用される事業所に限る。） 

（２） 障害児保育加算 

（３） １歳児配置改善加算 

（４） 休日保育加算 

（５） 夜間保育加算 

（６） 減価償却費加算 

（７） 賃借料加算 

（８） 加減調整部分 

（９） 乗除調整部分 

（１０） 冷暖房費加算 

（１１） 施設機能強化推進費加算 

（１２） 栄養管理加算 

（１３） 第三者評価受審加算 

（１４） 療育支援加算 

（１５） 保育ＩＣＴ推進加算 

 

(居宅訪問型保育事業に係る加算等の種類) 

第７条 区長は、居宅訪問型保育事業の次の各号に掲げる公定価格に係る加算等につい

て認定する。 

（１） 資格保有者加算 

（２） 休日保育加算 

（３） 夜間保育加算 

（４） 連携施設加算 

（５） 加減調整部分 

（６） 第三者評価受審加算 

 

（加算の認定要件等） 

第８条 第３条から前条までの加算等の認定要件等は、「特定教育・保育等に要する費

用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について」（令和５年５月１９日付け

こ成保３８・５文科初第４８３号）別紙２から４、別紙６及び別紙８から９（以下「国

留意事項通知」という。）によるものとする。 



 

 (申請) 

第９条 本要綱に規定する加算等の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、別記第１号様式から別記第３号様式に必要な書類を添えて、別に定める日までに区

長へ提出しなければならない。 

 

 (通知) 

第１０条 区長は、前条の申請に基づき、加算等の認定の可否を決定し、次の各号の場

合に応じ、当該各号に定める通知書により申請者に通知するものとする。 

 （１） 認定をしたとき 加算等認定通知書(別記第４号様式) 

 （２） 認定をしないとき 加算等非認定通知書(別記第５号様式) 

 

（副食費徴収免除に関する通知） 

第１１条 区長は、各対象施設及び国留意事項に規定される副食費徴収免除対象者に対

し、次の各号の場合に応じ、当該各号に定める通知書により副食費の徴収免除に関する

事項を通知するものとする。 

（１） 徴収免除が決定したとき 副食費徴収免除通知書（別記第６号様式） 

（２） 徴収免除に関する事項に変更があったとき 副食費徴収免除変更通知書（別記

第７号様式） 

（３） 徴収免除に関する事項を取り消したとき 副食費徴収免除取消通知書（別記第

８号様式） 

 

（その他） 

第１２条  この要綱に定めるもののほか、加算等の認定に関し必要な事項は、子ども

家庭部長が別に定める。 

 

 

付 則 

 この要綱は、平成２７年１２月２４日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２８年１１月３０日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

 

付 則 

この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和元年１０月１日から適用する。 

 



付 則 

この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

付 則 

この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 

付 則 

この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 

付 則 

この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 

付 則 

この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

 

 


